
 

総量削減専門委員会の廃止について（案） 

 
 

中央環境審議会水環境・土壌農薬部会に設置している専門委員会

のうち、専門の事項に係る調査が終了したため、以下の委員会を廃

止することとする。 
 
 

（廃止）総量削減専門委員会 
 

よって、令和３年３月１７日付け水環境・土壌農薬部会決定「中

央環境審議会水環境・土壌農薬部会の専門委員会の設置について」

を別紙のとおり定める。 

資料５ 



 
 

（別紙） 

中央環境審議会水環境・土壌農薬部会の専門委員会の設置について（案） 

 

令和３年３月１７日 

水環境・土壌農薬部会決定 

 

１．中央環境審議会水環境・土壌農薬部会に次の専門委員会を置く。 

（１）環境基準健康項目専門委員会 

（２）陸域環境基準専門委員会 

（３）排水規制等専門委員会 

（４）水生生物保全環境基準専門委員会 

（５）生活環境項目環境基準専門委員会 

 （６）底層溶存酸素量類型指定専門委員会 

 （７）総量削減専門委員会 

 （７８）土壌制度専門委員会 

 

２．環境基準健康項目専門委員会においては、水質の汚濁に係る人の健康の保護に 

関する環境基準の設定及び改定に関する専門的事項を調査する。 

 

３．陸域環境基準専門委員会においては、陸域の水質の汚濁に係る生活環境の保全

に関する環境基準の水域類型の指定等に関する専門的事項を調査する。 

 

４．排水規制等専門委員会においては、排水基準の設定その他の排水規制及び地下

浸透規制等並びに事故時の措置に関する専門的事項を調査する。 

 

５．水生生物保全環境基準専門委員会においては、水生生物の保全に係る水質環境

基準に関する専門的事項を調査する。 

 

６．生活環境項目環境基準専門委員会においては、水質の汚濁に係る生活環境の保

全に関する環境基準の設定及び改訂に関する専門的事項を調査する。 

 

７．底層溶存酸素量類型指定専門委員会においては、底層溶存酸素量に係る環境基

準の水域類型の指定等に関する専門的事項を調査する。 

 

８．総量削減専門委員会においては、水質総量削減に関する専門的事項を調査する。 

 



 
 

（別紙） 

８９．土壌制度専門委員会においては、環境基本法（平成５年法律第９１号）第１

６条第１項の規定に基づく土壌の汚染に係る環境基準の設定及び改訂が行われ

た場合の、土壌汚染対策法（平１４年法律第５３号）の運用等について調査する。 

 

９１０．専門委員会に属すべき委員、臨時委員又は専門委員は部会長が指名する。 

 


